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地域共生社会における地域連携に関する研究
―下関市内の地域包括支援センターの現状をふまえて―
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はじめに

　少子・高齢化が進行している。2020 年の出生数は、統計史上最少の 84 万 832 人、合計

特殊出生率は 1.34 と５年連続低下した。65 歳以上人口は 3,619 万人、高齢化率（総人口

に占める 65 歳以上人口の割合）は 28.8％と増加の一途をたどっている。とりわけ、後期

高齢者である 75 歳以上人口の増加が顕著である。「65 歳～ 74 歳人口」は 1,747 万人、総

人口に占める割合は 13.9％である。それに対して、「75 歳以上人口」は 1,872 万人、総人

口に占める割合は 14.9％で、65 歳～ 74 歳人口を上回っている。2050 年の高齢化率は 37.7

％と推計されており、高齢者をめぐるさまざまな問題への対応が喫緊の課題である。

　こうした状況を、ふまえて、本稿では地域包括支援センターの役割に着目する。地域包
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括支援センターは、「地域共生社会」の実現に向けた包括的支援体制の中で、高齢者に対

する地域包括ケアシステムの核として位置付けられている。多くの場合、年を重ねると介

護を必要とする確率が高まる。要介護者本人へ支援と同時に、家族介護者の支援に加えて、

これからは家族介護者の離職の防止が重要とされている。　　　

　地域包括支援センターの役割は、ますます重要になっている。すなわち、地域包括セン

タ支援センターは、専門職が地域の社会資源と連携をしながら地域社会を形成するという

役割である。こうした観点より、本稿では、下関市の介護をめぐる状況と地域支援センタ

ーの業務負担に着目する。そして地域包括ケアシステムについて整理し、レジデンシャル

ソーシャルワークとコミュニティーワークについて検討する。また、従来、連携の際には、

地域包括支援センター内部での連携の重要性が指摘されてきたが、本稿では「他職種・他

業種」の重要性を着目する。そのうえで、ソーシャルワークから見たコミュニケーション

スキルについて考察し、今後の人材育成の方向性について述べる。

　本稿の構成は以下の通りである。第１章では、専門職と地域とのかかわりについての事

例をもとに専門職の連携について検討する。第２章では下関市の高齢化および介護をめぐ

る状況について確認する。第３章では、介護支援専門員の家族介護者の離職の防止という

新たな役割について述べる。第４章では、地域包括ケアシステムの必要性について指摘す

る。第５章では、ソーシャルワークからみたコミュニケーションスキルについて、地域包

括支援センターに配置されている３職種（社会福祉士、介護支援専門員、看護師）のめざ

す役割について検討し、必要となるソーシャルワークの技術と基本的な要素について述べ

る。

　以上をふまえ、地域包括支援センターの役割と今後の方向性を示す。

　

１　専門職と地域との関わりの事例

　本稿にあたり、下関市と類似している中核市である福岡県久留米市と古くから医療・看

護専門職が地域福祉の人的資源と連携を組みながらまちづくりを行っている長野県佐久市

の事例について取り組み内容を紹介する。この２つから学べる視点は、専門職と地域人的

社会資源との関係性についてである。近年、施設介護に重点がおかれ地域の高齢者が福祉

サービスを受けることに限界があり、地域連携を如何に行うかが課題であるからである。

　久留米市は、重層的支援体制整備を相談支援編と参加支援・地域づくり編に分け実施す

る1。包括的相談支援では、分野外の相談の場合は、一旦受け止めて聞き取り情報を担当

機関に繋ぐことにしている。担当機関は、地域包括支援センター、社会福祉協議会などに

所属する専門職の方々と密接に日頃から情報交換ができている。また、本人の強みや生き

がいに着目し、担当分野の相談の場合でも、地域との関係づくりの視点2 でもアセスメン

トを行なうことや本人の困りごと以外にも世帯で気になる部分3 を他の機関に繋ぐことも

行う。新たに加わる部分では、重層的支援会議や支援会議によりアウトリーチ事業や参加

支援事業や役割に応じた支援実施を行う。
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参加支援・地域づくりは、相談支援との繋がりについて、継続的な生活、困っている方の

情報提供、支援会議・重層的支援会議への参加、つなぎ先の情報提供、孤独の解消を行う。

参加支援事業は、つながりや参加の支援、狭間のニーズにも対応する参加支援を強化する。

暮らしを整え、行き詰まり感の解消のため、困りごとを抱えた方の居場所づくり・就労支

援・移住支援をし、生きる高まりを作る。地域づくり事業は、分野・世代を超えた地域連

携を促進し困りごとが小さいうちに地域で解消することである。そのためには、住民主体

の交流を行うことが求められる。久留米市は、相談支援と地域での支援との関連づけを強

化している。久留米市においても地域で人を繋ぐことは重要な施策であり、それを支援す

る関係団体の連携が重視されている。

　長野県佐久市は、佐久総合病院による地域と関係性を強化した事業を戦後直後から行っ

ている。この事例は、日本の中でも先駆的な事例といえる。地域との関連性は、多職種連

携ができているが故に続いているといえる。医師や看護師、福祉関連従事者の間の意見交

換が頻繁に行われている。さらに、佐久総合病院付近でのまちづくり病院関連者全員が関

わって実践されている。この様な病院内での円滑な組織ができたのは、病院のある地域で

生活している農民のために、農民とともに、地域づくりを行ったことにある。佐久総合病

院は、病気だけを診るのではなく、生活を見て患者をすることを行った。すなわち、住民

の生活を見守ることが、地域づくりと地域住民の健康意識を高めることに繋がっている。

　久留米市と佐久総合病院の事例は、本稿における、専門職が地域の人材と連携を組み地

域社会を形成をおこなう地域包括支援センターのあり方を考える上で参考になる。

２　下関市の介護をめぐる状況

　高齢社会の下で、地域包括支援センターの役割が注目されている。下関市には地域包括

支援センターが 12 か所あり、地域の広い範囲に点在している。本章では、下関市の高齢

化の状況を確認する。そして、下関市が策定した「第八次シルバーいきいきプラン（高齢

者福祉計画・介護保険事業計画）」をふまえて、地域包括支援センターにおける労働環境

における課題を指摘する。

2-1　下関市の高齢化の現状

　2020 年の下関の高齢化率は 35.5％である（2020 年9月末）。全国の高齢化率は 27.9％、

山口県は 33.9％、中核市は 27.7％であり、下関市は全国・中核市よりもおよそ7ポイン

ト高く、山口県をやや上回っている（2020 年１月１日）。

　65 歳以上の高齢者人口は、91,664 人、75 歳以上の後期高齢者人口は 48,441 人で、高齢

者人口の半数を超えている。全国、中核市、山口県と比較すると、85 歳以上人口の割合

がやや高い。山口県は全体の 18.3％と下関市と変わらないが、全国は 16.3％、中核市が

15.7％となっている。
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　図表１は、「人口及び高齢化率の推移・推計」をあらわしている。これによると、高齢

者人口は、2020 年は 91,664 人であるが、2025 年に 89,221 人、2040 年には 75,591 人とな

り減少している。しかし、高齢化率は、2020 年は 35.5％であるが、2040 年には 40.7％と

なっている。高齢者人口は減少するものの、高齢化率は上昇するとの推計である。さらに、

特徴として 85 歳以上の人口の構成比が高まることが見込まれている。

　実際、どれほどの人が、介護認定をされているのだろうか。図表２は、「下関市の介護

保険事業の実施状況」である。まず、介護保険制度の第１号被保険者数は、65 歳以上 75

歳未満が 43,512 人、75 歳以上 85 歳未満が 30,265 人、85 歳以上が 17,832 人で、合計は

91,609 人である。「要介護（要支援）認定者数」より特徴をみると、第１号被保険者における、

図表２　下関市の介護保険事業の実施状況
（令和 03 年 5 月分）

１．第１号被保険者数 （当月末現在）

区　　分 ６５歳以上７５歳未満 ７５歳以上８５歳未満 ８５歳以上 合計

総　　数 43,512 30,265 17,832 91,609 

２．要介護（要支援）認定者数 （当月末現在）

要支援１ 要支援２ 計 経過的 
要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 合計

第１号被保険者 3,852 2,628 6,480 4,589 2,711 2,051 2,525 1,357 13,233 19,713 

　６５歳以上７５歳未満 437 316 753 480 288 203 205 133 1,309 2,062 

　７５歳以上８５歳未満 1,605 931 2,536 1,563 747 540 630 328 3,808 6,344 

　８５歳以上 1,810 1,381 3,191 2,546 1,676 1,308 1,690 896 8,116 11,307 

第２号被保険者 22 45 67 74 46 36 45 24 225 292 

　　　総　　数 3,874 2,673 6,547 4,663 2,757 2,087 2,570 1,381 13,458 20,005 

（出所）下関市の介護保険事業の実施状況（令和３年５月分）

図表１　人口及び高齢化率の推移と推計

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和２年
（2020年）

令和７年
（2025年）

令和22年
（2040年）

実績 実績 実績 推計 推計
総人口 264,220 261,403 258,240 241,455 185,527 
15～64歳人口 142,882 140,503 137,905 127,390 92,213 

構成比 54.1% 53.7% 53.4% 52.8% 50.2%
65歳以上人口 91,596 91,642 91,664 89,221 75,591 

高齢化率 34.7% 35.1% 35.5% 37.0% 40.7%
65～74歳 43,728 43,177 43,223 34,883 30,539 

構成比 16.5% 16.5% 16.7% 14.4% 16.5%
75歳～84歳 31,611 31,674 31,084 35,741 24,086 

構成比 12.0% 12.1% 12.0% 14.8% 13.0%
85歳以上 16,257 16,791 17,357 18,597 20,966 

構成比 6.2% 6.4% 6.7% 7.7% 11.3%

（出所）　下関市「第八次下関市いきいきシルバープラン」P.４より加工。
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要支援・要介護の認定者数はいずれも 85 歳以上の占める割合が高く、今後もこうした傾

向は続くであろう。

　図表３は「要介護・要支援認定者数と推計値（第１号被保険者）」である。これによる

と、いずれの区分においても、伸び率が１を上回っており、要介護・要支援認定率も上昇

することが予測される。年齢が高まると、介護サービスに対するニーズも高まる。先述し

た 65 歳以上人口に占める 85 歳以上人口の割合が高まることとあわせて考えると、高齢者

の介護問題が喫緊の課題であることが改めて確認できる。

2-2　地域共生社会と地域包括ケアシステム

　現在、介護保険制度を中心として高齢者の介護サービスが提供されている。全国的な高

齢化の進展により、介護サービスの受給者数や給付費は増加の一途をたどっている。国は、

「地域共生社会」の実現に向けた包括的支援体制として、高齢者に対しては、全国で「地

域包括ケアシステム」の構築をめざし、高齢者を対象にした相談機関として「地域包括支

援センター」を位置付けている。厚生労働省によれば、「地域共生社会」とは、制度・分

野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様

な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひと

りの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のことを指す4。こうした流れをう

けて、下関市においても、2021 年度から 2023 年度を期間とした「第八次下関市いきいき

シルバープラン（高齢者福祉計画・介護保険事業計画）」（以下、第八次計画とする）が策

定された。この具体的な位置づけは、図表４のとおりである。

（単位：人）

令和２年
（2020年）（実績）

令和５年
（2023年）（推計）

伸び率
（R５/R２）

要支援１ 3,711 3,875 104.4%
要支援２ 2,658 2,793 105.1%
要介護１ 4,580 4,792 104.6%
要介護２ 2,640 2,825 107.0%
要介護３ 2,104 2,208 104.9%
要介護４ 2,552 2,710 106.2%
要介護５ 1,432 1,573 109.8%
要支援 

計 6,369 6,668 104.7%

要介護 
計 13,308 14,108 106.0%

計 19,677 20,776 105.6%
第１号被保険者 91,524 90,661 －

第１号被保険者の要介護・
要支援認定率 21.5% 22.9% －

（出所）下関市「第八次　下関市いきいきシルバープラン」P.10より加工。

図表３  要介護・要支援認定者数および推計値（第１号被保険者）
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図表４ 高齢者福祉計画・介護保険事業計画（第八次計画）の位置づけ

　山口県の「第七次やまぐち高齢者プラン」5 では、地域包括ケアシステムの深化・推進の

一つとして、地域包括センターの機能強化、地域ケア会議の推進など、「地域包括ケアシ

ステムの基盤強化」を掲げている。下関市の第八次計画においても、「地域共生社会の推

進」、「高齢者の生活を支える環境づくりの推進」、「介護予防・健康づくりの推進」、「介護

保険サービスの提供体制の充実」を基本目標とし、「地域共生社会の推進」では、①地域

包括ケアシステムの推進のための体制整備、②認知症施策の推進、③高齢者の権利擁護の

推進、がめざされている（図表５）。

（出所）下関市「第八次　下関市いきいきシルバープラン」P.2。

（出所）下関市「第八次　下関市いきいきシルバープラン」P.58より加工。

図表５　地域包括ケアシステムの概念図
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　いずれも、高齢者にとっては、重要な課題である。とりわけ、住み慣れた場所で生活を

継続するという観点から、重要となるのが「地域包括支援センター」の役割である。次に、

下関市内の地域包括支援センターの状況について概観する。

2-3　下関市内における地域包括支援センターの現状

　下関市内には 12 の地域包括支援センターがある（図表６）。具体的には、本庁東部、本

庁西部、本庁北部、彦島、長府、東部、川中、安岡・吉見、勝山・内日、菊川・豊田、豊

浦、豊北、の 12 か所6 である。

図表６　下関市地域包括支援センター配置図

　それぞれが定められた日常生活圏にしたがって役割分担をしている。まず、日常生活圏

別人口及び高齢化率の推移・推計について確認する。図表7からは、多少のばらつきはあ

るものの、いずれの圏域も高い高齢化率を示している。平均は 35.5％であるが、川中（27.7

％）と豊北（54.8％）では、27.1 ポイントも差がある。次いで、豊田（48.6％）、豊浦（43.1

％）が高くなっており、地域の特性をふまえたシステムの構築が不可欠となる。

（出所）下関市社会福祉協議会「地域包括センター」P.2。

地域包括支援センター
①　本庁東部
②　本庁西部
③　本庁北部
④　彦島
⑤　長府
⑥　東部
⑦　川中
⑧　安岡・吉見
⑨　勝山・内日
⑩　菊川・豊田
⑪　豊浦
⑫　豊北
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図表７　日常生活圏別人口及び高齢化率

図表８　日常生活圏域別要介護・要支援認定者数の現状と推計（第 1 次被保険者）

　　　　 （単位:人）
令和２年

（2020年）
令和２年
（2020年）

本庁東部

総人口 22,422 

安岡・吉見

総人口 19,830 
65歳以上人口 8,416 65歳以上人口 7,220 

構成比 37.5% 構成比 36.4%
75歳以上人口 4,639 75歳以上人口 3,844 

構成比 20.7% 構成比 19.4%

本庁西部

総人口 21,956 

勝山・内日

総人口 26,315 
65歳以上人口 9,181 65歳以上人口 7,210 

構成比 41.8% 構成比 27.4%
75歳以上人口 5,045 75歳以上人口 3,422 

構成比 23.0% 構成比 13.0%

本庁北部

総人口 19,112 

菊川

総人口 7,470 
65歳以上人口 6,172 65歳以上人口 2,899 

構成比 32.3% 構成比 38.8%
75歳以上人口 3,471 75歳以上人口 1,426 

構成比 18.2% 構成比 19.1%

彦島

総人口 24,715 

豊田

総人口 4,866 
65歳以上人口 9,687 65歳以上人口 2,364 

構成比 39.2% 構成比 48.6%
75歳以上人口 5,180 75歳以上人口 1,316 

構成比 21.0% 構成比 27.0%

長府

総人口 28,185 

豊浦

総人口 16,543 
65歳以上人口 9,892 65歳以上人口 7,124 

構成比 35.1% 構成比 43.1%
75歳以上人口 5,196 75歳以上人口 3,808 

構成比 18.4% 構成比 23.0%

東部

総人口 25,929 

豊北

総人口 8,397 
65歳以上人口 7,907 65歳以上人口 4,604 

構成比 30.5% 構成比 54.8%
75歳以上人口 4,116 75歳以上人口 2,596 

構成比 15.9% 構成比 30.9%

川中

総人口 32,500 

合計

総人口 258,240 
65歳以上人口 8,988 65歳以上人口 91,664 

構成比 27.7% 構成比 35.5%
75歳以上人口 4,382 75歳以上人口 48,441 

構成比 13.5% 構成比 18.8%

（出所）下関市「第八次　下関市いきいきシルバープラン」P.6より加工。

（単位：人）

令和２年（2020年） 令和５年（2023年） 伸び率（R ５/ R ２）
本庁東部 1,930 1,971 102.2%
本庁西部 2,167 2,247 103.7%
本庁北部 1,454 1,580 108.7%

彦島 2,248 2,332 103.7%
長府 2,130 2,342 110.0%
東部 1,532 1,610 105.1%
川中 1,722 1,885 109.5%

安岡・吉見 1,480 1,579 106.7%
勝山・内日 1,336 1,521 113.8%

菊川 647 719 111.1%
豊田 579 586 101.2%
豊浦 1,307 1,431 109.5%
豊北 971 973 100.2%

市外等 173 ー ー
合計 19,676 20,776 105.6%

（出所）下関市「第八次下関市いきいきシルバープラン」P.13より加工。
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　また、図表８からは、2020 年と 2023 年（推計値）を比較すると、要介護・要支援認定

者数は全体で 105.6％の伸び率であり、とくに勝山・内日が 113.8％と高い。図表7で示

されている、後期高齢者の割合が影響しているものと考えられる。

2-4　職員の業務負担と労働環境

　それでは、地域位包括支援センターのマンパワーはどうなっているのか。図表9は、地

域包括支援センターにおける高齢者人口・相談件数・職員一人当たりの相談件数を示して

いる。地域包括支援センターにより差はあるものの、相談件数のうち、もっとも多いのが

長府で 11,239 件ある。さらに、職員一人あたり相談件数は、1,000 件を超えているものが

多く、長府がもっとも多く 1,873 件、本庁西部が 1,535 件、東部が 1,478 件となっている。

相談内容はセンター内での連携の方法にもよると思うが、限られた人員で担う業務として

は負担が重いのではないだろうか。高齢化の進展や介護サービスに対する需要の増加によ

り、今後、相談件数の増加も見込まれることから、人員配置が重要であると考える。また、

３章で述べるが、家族介護者への仕事と介護の両立支援についても、地域包括支援センタ

ーとしての役割が求められつつある。

　地域包括支援センターが、地域包括ケアシステムの中核的役割を期待されている。セン

ター内の専門職はもとより、センター外での他業種、他職種の人たちと連携をとりながら、

重層的なサポートをするためにも、業務の内容にとどまらず、業務を担うスタッフの安定

的な雇用、仕事の負荷の軽減、研修機会の増加など、労働環境の面からの検討も必要であ

ろう。

（単位：人）

高齢者人口 相談件数 職員一人当たり
相談件数

本庁東部 8,416 8,925件 811件

本庁西部 9,181 10,748件 1,535件

本庁北部 6,172 4,824件 804件

彦島 9,687 5,470件 781件

長府 9,892 11,239件 1,873件

東部 7,907 7,392件 1,478件

川中 8,988 5,456件 909件

安岡・吉見 7,220 6,055件 1,009件

勝山・内日 7,210 3,646件 729件

菊川・豊田 5,263 8,259件 1,652件

豊浦 7,124 7,301件 1,460件

豊北 4,604 5,542件 1,386件

（出所）厚生労働省「介護サービス情報公表システム」より筆者作成。

図表９  地域包括支援センターにおける高齢者人口・相談件数・
職員一人当たりの相談件数　　　　　　　　　
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3　家族介護者の両立支援の地域包括支援センターの役割

3-1　家族介護者と介護離職　

　少子化による人口減少の影響で、労働力不足が課題となっている。厚生労働省（雇用政

策研究会）による労働力需給推計では、2019 年に約 6,700 万人である就業者数が、現在の性・

年齢階級別の就業率が変わらなければ、2040 年には 5,200 万人程度まで落ち込むおそれも

あるとされている7。これまで、育児休業制度などをはじめとした「育児と仕事」の両立

支援政策は多くなされてきた。しかし、近年、介護を理由に離職をする人が増加傾向にあ

る。「介護・看護」を理由に離職をした人の割合は、2017 年にはおよそ 10 万人となっている。

厚生労働省「雇用機会均等調査」によれば、2019 年に介護離職をした男女労働者の比率

は、女性が 71.1％と7割を占めているが、男性も３割近くが離職している。総務省「平成

29 年就業構造基本調査」によれば、40 代から 50 代で介護を担っている人は全体のおよそ

4 割で 280 万人となる。また、働きながら介護を担っている人も増えており、とりわけ 40

代から 50 代の男女比は、４：６となっている8。かつては、介護は「娘」や「嫁」の役割

とされてきたが、子どもの数の減少や、世帯構成の変化、就業率の上昇などから、仕事を

もつ男女が介護に直面する確率は高くなっている。すでにみてきたように、今後、介護を

必要とする高齢者が増えることにともない、仕事を持った介護者が増えることが考えられ

る。介護により離職をすることは、本人の経済的な損失はもとより、企業にとっても社会

にとっても影響は大きい。経済産業省の試算によれば、介護離職に伴う経済全体の付加価

値損失は１年あたり約 6,500 億円である9。

　2015 年9月に掲げられた「新・三本の矢」では、「希望を生み出す強い経済」、「夢をつ

むぐ子育て支援」、「安心につながる社会保障」をあげた。「安心につながる社会保障」では「介

護離職ゼロ」が目標とされている。具体的には、介護の受け皿の拡大、介護人材の処遇改善、

多様な介護人材の確保・育成、介護ロボットの活用促進や ICT 等を活用した生産性向上

の推進、仕事と介護の両立が可能な働き方の普及を促進、があげられている。2017 年には、

育児・介護休業法が改正され、①介護休業の分割取得、②介護休暇の取得単位の柔軟化、

③所定労働時間の短縮措置等、④所定外労働時間の制限などが設けられた。2020 年代初

頭までに家族の介護を理由とした離職の防止等を図る「介護離職ゼロ」を推進していくこ

ととされており、必要な介護サービスの確保と、働く環境改善・家族支援の方向性が示さ

れた10。こうした「仕事と介護」の両立支援にはさまざまな側面からのサポートがあるが、

近年、注目されているのが「地域包括支援センター」である。以下、地域包括支援センタ

ーの役割に注目する。

3-2　地域包括支援センターと両立支援ケアマネージャー

　厚生労働省「市町村・地域包括支援センターによる家族介護者支援マニュアル～介護者

本人の人生の支援」（平成 30 年３月）では、地域の相談支援施設としての地域包括センタ

ーの役割に新たな視点での家族介護者支援施策・事業の推進の必要性を指摘している11。
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そして、①今後、高齢化がますます進展し、家族規模が小規模化の方向に向かう中で、一

人あたりの介護者にかかる負担はいっそう増大していくこと、②こうした社会状況を背景

として、介護が必要となっても家族介護者、要介護者がともに自分らしい人生や安心して

生活を送ることができるよう、市町村や地域包括支援センターが支援を行うことは重要で

あると、その意義について述べている12。家族介護者を取り巻く課題として、大きく、「①

相談に関する課題」「②家族介護者が抱える課題」「③地域、専門職等との関係に関する課

題」「④介護離職・仕事との両立に関する課題」に整理している。また、「②家族介護者が

抱える課題」は、さらに「② -1 介護に関わる課題」、「② -2 自分自身の課題」、「② -3 世

帯全体の課題」に分けている。また、家族介護者の中には働いている人、以前は働いてい

たけれど介護のために離職してしまった人がいることを指摘し、「④介護離職・仕事との

両立に関する課題」をあげ、職場の理解や制度の整備状況なども踏まえて、支援を検討し

ていくことが求められると述べている。

　さらに、マニュアルでは、市町村や地域包括支援センターにおけるこれからの家族介護

支援の目指す方向性や、介護離職防止、家族介護者支援に向けた具体的な取り組みや支援

のポイントなども紹介されている。市町村の「家族介護者の介護離職防止」に関連する事

業への取組状況をみると、「実施している・過去に実施していた」という市町村は 13.0％

と少ない13。これまで、家族介護者への支援はさまざまな取り組みがなされてきた。市町

村においては、これまでの家族介護者支援の取組を一歩進め、多様な視点から家族介護者

の支援を行っていくことが重要となる14。介護離職防止という観点からの取り組みはこれ

からだといえる。

　ところで、こうした役割の中心的存在となるのが「介護支援専門員」である。厚生労働

省「令和２年度仕事と介護の両立支援カリキュラム策定展開事業」では、介護支援専門員

のための研修が盛り込まれている。その目的として、就労している家族介護者の介護離職

を防止するためには、介護保険サービスと育児・介護休業法に基づく介護休業制度等を上

手く組み合わせて、家族介護者の勤務実態等も踏まえたケアプランを作成する必要があ

る。そこで、介護支援専門員など家族介護者を支援する者が仕事と介護の両立について学

習できる「仕事と介護の両立に関する研修カリキュラム」を策定するとともに、翌年度以

降全国にて研修を展開する方策を検討する、と述べられている15。こうした介護支援専門

員による「仕事と介護の両立支援」という視点については、すでに調査研究が実施されて

おり、介護支援専門員による働く介護者の仕事と介護の両立支援の現状分析がおこなわれ

ている16。それによると、介護者の就労実態に関心をもってその状況を把握する介護支援

専門員は、介護者の仕事と介護の両立を、より有効に支援できている可能性が高いと指摘

する。また、介護者の就労実態を丁寧に把握している介護支援専門員の特徴としては、働

く人の仕事と介護の両立についての研修受講等の経験をもっていること、より良いケアプ

ラン作成のための幅広い情報収集やネットワーク形成に積極的に取り組んでいることが見

いだせたとしている。そして、介護支援専門員は、これまでは要介護者に対するサービス
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の提供という側面が強かったが、今後は、介護者の仕事と介護の両立の視点にたった支援

が求められると結論付けている。

　介護離職の防止、就労継続支援のためには、労働局や公共職業安定所などの労働機関等

との連携が不可欠である。すなわち多機関・多職種、他機関・他職種との連携やネットワ

ークの構築が必要となる。そのためには、なにより情報の共有と十分なコミュニケーショ

ンが求められるであろう。

4　地域包括ケアシステムの必要性

　２章で下関市の高齢者介護と地域包括支援センターの現状を考察し、３章で家族介護に

よる介護離職の課題を整理したことにより、地域包括ケアシステムの必要性が明らかにな

った。本章では、地域包括ケアシステムを行うために地域包括支援センターが地域社会で

どの様な役割を担うかについて要点を整理する。更に、ソーシャルワークの観点から施設

での福祉サービスであるレジデンシャルソーシャルワークと地域でのサービスであるコミ

ュニケーワークによる地域へのサービスの違いについて述べる。最後に、多くの職種と業

種が連携を組む際に専門職個人と専門組織との関係性を如何に考えるのかについて説明す

る。

4-1　地域包括ケアシステムと地域包括支援センター

　地域包括ケアとは、高齢者が住み慣れた地域でできる限り継続して生活をおくれるよう

に支えるために、個々の高齢者の状況やその変化に応じて、適切なサービス、多様な支援

を提供することが必要であるために、自助努力を基本としながら介護保険を中心としつつ

も、保健・福祉・医療の専門職相互の連携、さらにはボランティア等の住民活動などイン

フォーマルな活動を含めた、地域の様々な資源を統合、ネットワーク化し、高齢者を継続

的かつ包括的にケアすることである。また、「地域包括ケアシステム」は、　団塊の世代が

75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活

支援が一体的に提供されることをさす17。

　厚生労働省による「地域包括支援センターの手引き」18 から本稿に関する箇所を抜粋す

る。地域包括支援センターは、目的を達成するために、次の３つの基本的視点での運営が

求められている。１つ目は、公益性の視点として介護・福祉行政の一躍を担う公益的な機

関であることである。２つ目は、地域性の視点として地域の意見を汲み上げ地域が抱える

課題の解決に取り組むことである。３つ目は、協働性の視点として①３専門職（保健師・

社会福祉士・主任介護支援専門員）のチームアプローチ、②地域の社会資源との連携、③

地域住民への働きかけとネットワーク構築である。専門職がネットワークの構築のために

は、地域にどのくらい足を運び、関わったかネットワークの構築と範囲は比例する。特に

地域住民からの相談はネットワーク形成のチャンスである。このことにより、顔の見える
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関係づくりができる。３職種連携によるチームケアは、３つの基本機能として、それぞれ

専門職としての知識・技術を活かしつつ、チームアプローチ（３職種間での連携・協働）

を行っていくことが重要である。チームアプローチの徹底により、利用者一人ひとりにか

かるケアマネジメントの継続的な支援及び重層的な支援と、自立支援に向けた取り組み（

総合的なマネジメント）を行なうことが重要であると明記されている。

　本稿において、２つ目の地域性と３つ目の協働性の視点が重要である。地域性は、地域

包括支援センターの担当エリアにおいて同じ業務であっても対応の仕方は異なることに難

しさがある。地域の意見のくみ取り方も、地域の歴史的な背景や人口移動等による住環境

の変化などにより変わってきている。地域が抱える課題についても同様である。地域性に

配慮しながら地域包括ケアを行うことは、医療福祉などの専門的な知識だけではなく、幅

広い分野の知識や分析能力を有しなければ対応が難しいと思われる。協働性については、

３専門職に関する知識の共有の相互理解が大切になっている。同じ単語であっても 3 職種

により内容は異なることもあり、他職種分野の知識を理解しなければならない。同様なこ

とは、地域社会資源である組織や人にもいえることである。地域との関係性は、自己の意

識を高めると共に、他者への理解を高め、知識と経験を共有する場の共有が必要になる。

しかし、地域包括支援センターにおける業務は、多くの地域住民を対象にしており日常業

務の多忙を極めていることから、地域との関係を築く時間を如何に創るのかがマネジメン

トを行う上では重要であると思われる。顔の見える関係づくりは、業務内だけでなく、日

頃の生活の中でもお互い形成しようとする意識も必要かもしれない。

4-2　レジデンシャルソーシャルワークとコミュニティワーク

　近年、社会福祉法の改正により重層的支援体制整備事業が設立され、よりコミュニティ

ワーク ( 地域援助技術 ) の必要性が高まっている。重層的支援体制整備事業は、市町村の

支援機関・地域の関係者が断らず受け止め、つながり続ける支援体制を構築することをコ

ンセプトに、｢属性を問わない相談支援｣、｢参加支援｣、｢地域づくりに向けた支援｣ の 3

つの支援を一体的に実施することを必須にしていると説明している19。特に、地域包括支

援センターにおけるコミュニティワークの役割は高く、レジデンシャルに対しても地域包

括支援センターの関係性を高める対象であることから、レジデンシャルソーシャルワーク

とコミュニティワークによる関わりは強くなっている。

　そこで、２つのソーシャルワークの視点から地域包括ケアについて考える。その２つは、

レジデンシャルソーシャルワークとコミュニティワークである。地域包括ケアを行うに際

し、地域との関わり方について、施設サービスと地域包括支援センターによるサービスの

違いがあるように思われる。

　レジデンシャルソーシャルワークとは、社会的なケアを提供する社会福祉施設におい

て、施設サービスを核として行われる生活支援のあり方20 である。レジデンシャルソーシ

ャルワークは、利用者に対してのサービス内容がケースワークやグループワークのような
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直接援助技術である。レジデンシャルでのサービス内容は、利用者から見て生活支援型援

助としてのケアワークであるから分かりやすい。レジデンシャルソーシャルワークは、生

活に関する問題解決計画をたてるなど利用者に働きかける計画が多く、地域による外部社

会資源の利用を計画することはなかなかないようである。すなわち、レジデンシャルソー

シャルワークは、提供するサービスが明確である生活支援型援助を軸としており、地域と

の連携によるソーシャルワークは補足的なものとなっている。

　また、コミュニティワークのように問題解決型援助としてのソーシャルワークがある。

コミュニティワークは、地域社会を対象としていることから、地域社会のニーズを把握す

る必要がある。地域をつくる相談支援を行うための地域づくりや資源開発のために必要な

技術である。コミュニティワークを中心に行う機関が、地域包括支援センターである。地

域包括支援センターは、それ自身、介護予防に関する業務は行うものの直接的な支援を行

うことは少ない。地域包括支援センターは、広く地域の関係性を深める業務内容である。

図表10  レジデンシャルソーシャルワークとコミュニティワークの違い

　図表 10 をみると、レジデンシャルソーシャルワークとコミュニティワークの地域との

関係性の違いが分かる。コミュニティワークは、レジデンシャルソーシャルワークのよう

な具体的な生活支援型援助がないため、地域との関係を築かなければ業務が成り立たな

い。したがって、コミュニティワークは、レジデンシャルソーシャルワークと比べて地域

との関係はかなり大きな業務になる。この２つのソーシャルワークによる地域との関わり

方の違いは、レジデンシャルとコミュニティワークによるソーシャルワークの内容が異な

ることにより生じる。

　一方、コミュニティソーシャルワーク21 の観点では、レジデンスソーシャルワークもコ

ミュニティワークも地域共生社会の実現のために、個別支援・地域支援は、ともに必要な

ソーシャルワークであることから、どちらも同じようなスキルが求められる。

4-3　多職種・多業種と他職種・他業種の違い

　ここで、多くの地域社会資源との連携を行う職種と業種の関係性について、多職種・多

レジデンシャル コミュニティワーク

（出所）筆者作成。
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業種と他職種・他業種による捉え方の違いを説明する。地域包括支援センターは、様々な

職種・業種との連携が求められている。地域包括支援センターに関する研究の多くは、多

職種・多業種を使用している。多職種・多業種は、多くの職種・業種と連携を組むという

意味合いがあり、地域社会に存在する多くの組織や人という意味合いがある。

　本稿においては、多くの職種・業種との連携することは当然のこととして、他職種・他

業種を使用している。他職種・他業種は、地域連携を組む主体となる職種・業種がいて、

その主体と他の職種・業種と連携を組むことを意味する。本稿においては、下関市地域包

括支援センターの 12 センターの一つの地域包括支援センターを主体として多の職種・業

種と連携を組む状態である。その時の他職種・他業種は、主体となる地域包括支援センタ

ーと地域の他の職種・業種と連携する状態を指す。図表 11 で多職種・多業種と他職種・

他業種の違いについて示す。

図表11　多職種・多業種と他職種・他業種の違い

　

　他職種・他業種というふうに地域連携を理解することで、連携の意識が明確になると考

える。連携を組む際には、自らの能力や特性を理解することが大切である。多くの社会資

源と能力や特性は様々であり、自らと多くの中での他の社会資源を個別にわからなけれ

ば、連携し活用することは困難であると考える。

５　ソーシャルワークから見たコミュニケーションスキル

5-1　倫理綱領

　地域包括支援センターにおける業務に就いている３職種のソーシャルワークの観点から

地域連携に必要なスキルについて検討する。検討するにあたり、倫理綱領と相談援助に視

点をあてて考察を行う。

　倫理綱領の視点からは、３職種である社会福祉士、介護支援専門員、看護師のそれぞれ

について取り上げる。

　公益社団法人日本社会福祉士会の倫理綱領をみる。前文には、｢人々がつながりを実感

（出所）筆者作成。
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できる社会への変革と社会的包摂の実現をめざす専門職であり、多様な人々や組織と協働

することを言明する｣ とある。ソーシャルワーク専門職のグローバル定義には、｢ソーシャ

ルワークは、生活課題に取り組みウェルビーングを高めるよう、人々やさまざまな構造に

働きかける。｣ と明記されている。倫理基準のクライアントに対する倫理責任には、｢（説

明責任）社会福祉士は、クライアントに必要な情報を適切な方法・わかりやすい表現を用

いて提供する。｣ や ｢（参加の促進）社会福祉士は、クライアントが自らの人生に影響を及

ぼす決定や行動のすべての局面において、完全な関与と参加を促進する｣ とある。

　一般社団法人日本介護支援専門員協会の倫理綱領をみる。条文には、｢（説明責任）私た

ち介護支援専門員は、専門職として、介護保険制度の動向及び自己の作成した介護支援計

画に基づいて提供された保健・医療・福祉のサービスについて、利用者に適切な方法・わ

かりやすい表現を用いて、説明する責任を負いいます。｣ や ｢（他の専門職との連携）私た

ち介護支援専門員は、介護支援サービスを提供するにあたり、利用者の意向を尊重し、保

健医療サービス及び福祉サービスの他関係するサービスとの有機的な連携を図るよう創意

工夫を行い、当該介護支援サービスを総合的に提供します。｣ や ｢（地域包括ケアの推進）

私たち介護支援専門員は、利用者が地域社会の一員として地域での暮らしができるよう支

援し、利用者の生活課題が地域において解決できるよう、他の専門職及び地域住民との協

議を行い、よって地域包括ケアを推進します。｣ とある。

　公益社団法人日本看護協会の倫理綱領をみる。本文に、｢看護職は、多職種で協働し、

よりよい保健・医療・福祉を実現する。｣ の項目に以下の内容が明記されている。｢看護職

は、多職種で協働し、看護及び医療の受け手である人々に対して最善を尽くすことを共通

の価値として行動する。多職種での協働においては、看護職同士や保健・医療・福祉の関

係者が相互理解を深めることを基盤とし、各々が能力を最大限に発揮しながら、より質の

高い保健・医療・福祉の提供を目指す。また、よりよい医療・看護の現実と健康増進のた

めには、その過程への人々の参画が不可欠である。看護職は、対象となる人々とパートナ

ーシップを結び、対象となる人々の医療・看護への参画のみならず、研究や医療安全など

でも協力を得て、ともにより質の高い保健・医療・福祉をつくりあげることを促進する。｣

とある。

　これら３職種について倫理綱領を見てきたが、地域との関係性や職種・業種との関係性

がどの職種においても重要視されていることがわかる。

　社会福祉士と介護支援専門員は、利用者との関係性で、説明責任を重視している。看護

師には、説明責任という言葉はないが、対象となる人々との間での信頼関係を築くなか

で、自らの実践について十分な説明を行い理解と同意を得ることが倫理綱領に明記されて

いる。３職種ともに、他者の行動を理解するための努力を行い、相互理解の難しさがある

ことを知った上で、コミュニケーションを図っているといえる。また、他者へ専門的な知

識を分かりやすく説明する力は、地域との関係性にも活きるスキルである。

　地域との関係性について、社会福祉士は ｢多様な人々や組織と協働すること｣ と ｢参加



産官学研究

17

の促進｣といい、介護支援専門員は｢他の専門職との連携｣と｢地域包括ケアの推進｣といい、

看護職は ｢多職種での協議｣ といっている。３職種ともに多職種との関わりを重視してい

る。今日、保健・医療・福祉は、それぞれの能力を尊重しながらも連携を行わなければ利

用者へのサービスは困難である。そのために必要なスキルが、他職種の能力である。特に

介護支援専門員は、地域包括ケアという言葉が使われていることから、その役割の中心的

な立場に立つべき役割を担っているといえる。

5-2　ソーシャルワーク技術

　ソーシャルワークの機能について、厚生労働省の福祉人材確保専門委員会において、｢

複合的課題を抱える事例に対して、分野横断的に支援を必要としている人々を取り巻く環

境や地域社会に働きかけ、多様な社会資源を活用・開発していくことが必要になってきて

いる｣ と延べられている22。また、ソーシャルワークを担う人材に必要な能力として、同

委員会では、｢地域包括支援体制に資する人材には、コーディネーター力、開発力、コミ

ュニティ・デベロップメント力など、それぞれの専門職、看護、医療、福祉を含めた地域

の力と民生委員やボランティアをはじめとした住民の方が相互に力を発揮できるような力

が求められている。｣ と延べられている23。

　ソーシャルワーク技術に関しては、３章の地域包括ケアの必要性でも述べたが、ソーシ

ャルワーク（社会福祉援助技術）は、ケースワーク（個別援助技術）、グループワーク（集

団援助技術）、コミュニティワーク（地域援助技術）の３つである。直接援助技術として

ケースワーク（個別援助技術）、グループワーク（集団援助技術）、コミュニティソーシ

ャルワークの３つがある。間接援助技術としては、コミュニティワーク（地域援助技術）、

ソーシャルアドミニストレーション、ソーシャルプランニング、ソーシャルワーク・リサ

ーチ、ソーシャルアクションの５つがある。

　しかし、近年では、ソーシャルワークにおいて共通する生活課題の捉え方、利用者理解、

支援の展開の仕方を整理して体系的に示したものであるジェネラリストソーシャルワーク

として一つの統合された方法でソーシャルワーク実践を行っている。また、ジェネラリス

トソーシャルワークは、ケースワーク、グループワーク、コミュニティワークを統合して

実践する力が求められている。

　ソーシャルワークは、地域包括支援センターにおける３職種に対してどの職種にも求め

られており、地域との関係性が益々深まっていく状況にある。ジェネラリストソーシャル

ワークという一つに統合された方法は、もともとケースワーク・グループワーク・コミュ

ニティワークから成り立っており、個々のワークのスキルを身につけることにより成立す

る。

　

5-3　ソーシャルワークの基本的要素

　全米ソーシャルワーカー協会（NASW）が 1958 年に発表した ｢ソーシャルワーク実践
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の基礎的定義｣ によると、ソーシャルワーク実践は、価値・目的・承認・知識・方法とい

う要素から構成されている。これらの中でも、価値・知識・方法（技能）は、個人の能力

を高める要素として必要である。

　知識や技能は、教育的なプログラムで学ぶことができるコンテンツである。5-1 で見た

倫理綱領から得られる価値と倫理は、実践から学ぶことができる。ソーシャルワークの価

値は、望まれることや善悪という質的な判断が必要になる。実践で地域と関わりながら自

分の価値観を形成する。自分自身の価値観は、自分のことを知ることが大切であり、自分

のことを知ることを自己覚知という。すなわち、価値は、判断力や独創力を必要とする。

判断力は、何を選ぶことができるかという力であり、独創力は、自分らしい見方から ｢な

いものを創る・新しい関係性を見つける｣ ことができる力である。自己覚知のためには、

知識や技能を修得することで価値を見いだすことが必要である。

おわりに

　本稿では「他職種・他業種」の重要性を着目し、ソーシャルワークから見たコミュニケ

ーションスキルについて考察した。

　下関市の高齢者の状況や人口減少の状況から、下関市の今後の社会福祉課題は、今まで

のものとは異なった課題も多く出てくることが予測される。これまでの施設を中心とした

高齢者福祉サービスから、在宅サービスや地域包括による社会との関係性を活かしたサー

ビスへの転換は、徐々にでも対応する環境を構築していかなければならない。下関市地域

包括支援センターの相談件数は、職員一人あたり 1,000 件を超えている件数が多く、高齢

化の進展や介護サービスに対する需要の増加により、今後、相談件数の増加も見込まれる。

このことから、地域包括支援センターの役割は益々重要になると考えられる。

　高齢者問題は、家族介護者にも影響を及ぼしている。いわゆる介護離職問題である。地

域包括支援センターは、当事者である高齢者と家族の生活をサポートために地域人的社会

資源との交流を行うと共に、他職種・他業種との連携を図ることが求められており、更に

多忙を期す可能性がある。

　ソーシャルワークの視点からは、自己覚知が大切である。地域包括支援センターにおけ

る業務に関して、個人の能力を高めることも重要であるが、それ以上に社会資源を活用で

きる能力が重要である。自分にとっての「他」である職種・業種の方々に対して、誰に聞

き、誰を頼れば良いのかが分かる能力を実践経験を通して高めることができる職場環境づ

くりをしなければならない。最近の社会福祉行政に関わる業務の複雑化や専門を超えた知

識の増加に対して研修レベルが上がっていっても、専門的知識をもっていても熟すことが

大変になってきている。そのことから、実践経験することで自信喪失になり、満足感が得

られず、期待に応えられないことによるバーンアウトがおこってしまう。バーンアウトの

解消のためには、自分だけでは解決できないということを知り、他職種・他業種との連携

を通してパス回しをするスキルを持つことが大切である。自己覚知とは、益々複雑化する
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1  令和２年度第３回くるめ支え合うプラン推進協議。令和３年３月 15 日実施。
2  対応は、家族会、当事者の会、一般介護予防事業、子どものつどい広場、サロン、民生委員、自治会、
市民活動団体、地域食堂、こども食堂等である。
3  対応ポイントとして、親が困窮している様子、親に障害がある様子、親に介護が必要な様子、親が認知
症の様子、子どもに障害がある様子、兄弟に障害がある様子、子どもが介護を担っている様子などである。
4  厚生労働省「地域共生社会のポータルサイト」
5  山口県「第七次やまぐち高齢者プランの概要」
6  12か所の下関市地域包括支援センターは、①本庁東部地域包括支援センター、②本庁西部地域包括支援
センター、③本庁北部地域包括支援センター、④彦島地域地域包括支援センター、⑤長府地域包括支援セ
ンター、⑥東部地域包括支援センター、⑦川中地域包括支援センター、⑧安岡・吉見地域包括支援センタ
ー、⑨勝山・内日地域包括支援センター、⑩菊川・豊田地域包括支援センター、⑪豊浦地域包括支援セン
ター、⑫豊北地域包括支援センターである。
7  令和２年版　「厚生労働白書」　p.132.
8  厚生労働省「市町村、地域包括支援センターにおける家族介護者の就労継続支援に関わる取り組みポイ
ント」p.1.
9  経済産業省「2050 年までの経済社会の構造変化と政策課題について」（平成 30 年9月）p.34
10 厚生労働省「介護離職ゼロ　ポータルサイト」
11 厚生労働省「市町村・地域包括支援センターによる家族介護者支援マニュアル」p.1.　
12 同上　p.3.　
13 同上　p.6.
14 同上　p.7.
15 厚生労働省「令和２年度　仕事と介護の両立支援カリキュラム策定展開事業」
16 松浦・武石・朝井（2015）
17 厚生労働省「地域包括ケアシステム」
18 地域包括支援センター運営関係から引用。
19 厚生労働省の地域共生社会のポータルサイト（http://www.mhlw.go.jp/kyouseisyakaiportal/jigyou/）
の社会福祉法改正による新たな事業の創設に明記されている。
20 社会福祉施設における生活形態に応じた総合的ソーシャルワークが必要とされる。
21 コミュニティソーシャルワークは、地域自立生活支援である。一般社団法人日本社会福祉士養成校協会
によれば、コミュニティソーシャルワーカーには、要支援者に対する見守り・発見・関係機関へのつなぎ
などの支援体制を作ることや、制度の狭間にある要支援者への対応、地域住民活動との協働、新たな社会
資源の開発などが役割として求められるとある。
22 厚生労働省第9回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会平成 29 年２月7日「ソーシャルワ
ークに対する期待について」より引用。

23 注 5 と同じ。

業務や地域社会に対して他者理解を深めることのできる今後の人材育成に必要な研修内容

の一つといえる。

　最後に、今後の人材育成の方向性について述べる。地域包括支援センターの業務の役割

は、益々増すとともに、複雑化すると考えられる。ダイバーシティ社会において、サービ

ス内容が多岐にわたることにより、相手を洞察する力が求められる。洞察力とは、対象者

の過去の行動や情報を分析することである。３職種は、それぞれの視点で分析しチームワ

ークの促進を図る。すなわち、自己覚知とチームワークによる分析を重ねていく共有時間

の確保が必要である。
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